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（留意点）

• 統計データからは、保有する住宅・土地等の不動産や、自動車、貴金属等の資産の評価額
（換金可能額）は把握できず、推計には限界がある。

• また、生活保護の適用に当たっては、収入と保有する資産だけでなく、親族からの扶養、稼働
能力の有無によって判定される。

• さらに、生活保護は申請に基づく開始を原則としており、「生活保護基準未満の低所得世帯
数」が、申請の意思がありながら生活保護の受給から漏れている要保護世帯（いわゆる漏
給）の数を表すものではない。

生活保護基準未満の低所得世帯数推計の概要、留意点

• 全国消費実態調査及び国民生活基礎調査の個票データを特別集計し、一定の仮定を置いて
推計した。

平成１６年全国消費実態調査（集計世帯数：５５，０９３世帯）

平成１９年国民生活基礎調査（集計世帯数：世帯票２２９，８２１世帯、所得票・貯蓄票２３，５１３世帯）

• 生活保護基準は年齢別、世帯人員別、所在地域別に基準額が定められており、最低生活費
は個々の世帯の状況によって異なる。このため、推計に当たっては、各調査の個票データか
ら、個々の世帯の最低生活費を算定した。また、収入から税、社会保険料及び勤労控除を控
除して認定所得を算定した。

※ただし、住宅扶助については家賃地代支出データが得られる全国消費実態調査のみ勘案した。また、実費を保障する医
療扶助等については捨象した。

• その上で、最低生活費と認定所得とを比較し、認定所得が最低生活費を下回る世帯を生活
保護基準未満の低所得世帯とした。
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（推計方法）

１ 平成１６年全国消費実態調査特別集計による推計
（１）生活保護基準未満の低所得世帯数の推計

ア 最低生活費の算定

最低生活費１＝生活扶助（第１類費、第２類費、老齢加算、母子加算、児童養育加算）＋教育扶助
最低生活費２＝最低生活費１＋住宅扶助

※保護基準は平成１６年度基準。１１月～３月まで適用される冬季加算は基準額の１２分の５を計上。住宅扶助は特別基準額（注１）を上限に
実際の家賃支出を計上。

（注１）住宅扶助特別基準は一般基準によりがたい場合に適用されるもので、都道府県・政令市・中核市毎に級地（市町村単位）別に基準額が定められている。

イ 認定所得の算定

認定所得（月額）＝年間収入（注２）／１２－所得税－社会保険料－勤労控除
（注２）「年間収入」とは、平成15年12月から16年11月までの1年間の年間収入（税込み）をいい、勤め先収入、事業収入、内職収入、財産収入、公的年金・恩給、企業年金・個

人年金受取金、親族などからの仕送り金等を合計したものである。

ウ フロー所得による生活保護基準未満の世帯数の推計
認定所得が最低生活費未満となる世帯数を、抽出率調整を行ってカウント

エ 資産（注３）の保有要件も考慮した生活保護基準未満の世帯数の推計
ウの生活保護基準未満の世帯のうち、次の条件を両方とも満たす世帯数を、抽出率調整を行ってカウント
① 貯蓄現在高（注４）が最低生活費１ヶ月未満（保護開始時の要否判定基準）
② 住宅ローンがない（ローン付住宅を保有する世帯は当該住宅の活用が前提）

（注３）「資産」には、保有する住宅・土地等の不動産や、自動車、貴金属等の資産の評価額（換金可能額）は含まれない。

（注４）「貯蓄現在高」とは、平成１６年１１月末現在における郵便局・銀行・その他の金融機関への預貯金、生命保険・積立型損害保険の掛金払込総額、株式・債券・投資信
託・金銭信託等の有価証券と社内預金等の貯蓄の合計をいう。

（２）低所得世帯率の推計
次の算式で推計した。

低所得世帯率①＝（１）のウの世帯数／総世帯数
低所得世帯率②＝（１）のエの世帯数／総世帯数

（３）低所得世帯数に対する被保護世帯数の割合（保護世帯比）の推計

次の算式で推計した。なお、被保護世帯数は、平成１６年被保護者全国一斉調査（個別調査）による平成１６年７月１日現在の推計世
帯数である。

保護世帯比①＝被保護世帯数／（被保護世帯数＋（１）のウの世帯数）
保護世帯比②＝被保護世帯数／（被保護世帯数＋（１）のエの世帯数）



２ 平成１９年国民生活基礎調査特別集計による推計
（１）生活保護基準未満の低所得世帯数の推計

ア 最低生活費の算定

最低生活費＝生活扶助（第１類費、第２類費、母子加算、児童養育加算）＋教育扶助＋高等学校等就学費

※保護基準は平成１８年度基準（所得データが前年所得のため）。
１１月～３月まで適用される冬季加算は基準額の１２分の５を計上

イ 認定所得の算定

認定所得（月額）＝（年間所得（注５）－年間所得税－年間社会保険料）／１２－勤労控除
（注５）「年間所得」とは、平成18年1月から12月までの1年間の所得（税込み）をいい、雇用者所得、事業所得、農耕・畜産所得、家内労働所得、財産所得、社会保障給付金、

仕送り、企業年金・個人年金等を合計したものである。

ウ フロー所得による生活保護基準未満の世帯数の推計
認定所得が最低生活費未満となる世帯数を、抽出率調整を行ってカウント

エ 資産（注６）の保有要件も考慮した生活保護基準未満の世帯数の推計

ウの生活保護基準未満の世帯のうち、貯蓄現在高（注７）が最低生活費の１ヶ月未満（保護開始時の要否判定基準）の世帯数を、抽出
率調整を行ってカウント

（注６）「資産」には、保有する住宅・土地等の不動産や、自動車、貴金属等の資産の評価額（換金可能額）は含まれない。

（注７）「貯蓄現在高」とは、平成１９年６月末現在における郵便局・銀行・その他の金融機関への預貯金、生命保険・個人年金保険等の掛金の払込総額、株式・債券・投資信
託・金銭信託等の有価証券と社内預金等の貯蓄の合計をいう。

※国民生活基礎調査では住宅ローンの有無は不明

（２）低所得世帯率の推計
次の算式で推計した。

低所得世帯率①＝（１）のウの世帯数／総世帯数
低所得世帯率②＝（１）のエの世帯数／総世帯数

（３）低所得世帯数に対する被保護世帯数の割合（保護世帯比）の推計

次の算式で推計した。なお、被保護世帯数は、平成１９年被保護者全国一斉調査（個別調査）による平成１９年７月１日現在の推計世
帯数である。

保護世帯比①＝被保護世帯数／（被保護世帯数＋（１）のウの世帯数）
保護世帯比②＝被保護世帯数／（被保護世帯数＋（１）のエの世帯数）
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○ 平成１６年全国消費実態調査による推計結果のほうが、平成１９年国民生活基礎調査による推計結果よりも
低所得世帯率は小さく、低所得世帯数に対する被保護世帯数の割合（保護世帯比）は大きい傾向がみられる。

これは、前者のほうが後者よりも世帯当たりの年間収入と貯蓄現在高の推計値が高いことによると考えられる
（いわゆる「統計のクセ」 ※両調査の比較については１１頁参照）。

○ また、保護世帯比の推計に当たり、生活保護基準未満の世帯は全て生活保護を受給していないと仮定してい
る（注）。
このため、低所得世帯に被保護世帯が含まれている場合には、保護世帯比は過小評価されることとなる。

（注）年間収入には生活保護費を含めた社会保障給付費が含まれる。ただし、収入額から生活保護費を分離することが不可能であり、個票データから生
活保護受給の有無を判定できない。

平均年間収入 第Ⅰ－５分位の境界値 平均貯蓄現在高

平成１６年度全国消費実態調査 ５９８万円 ２８７万円 １，４２５万円

平成１９年度国民生活基礎調査 ５６７万円 ２１４万円 １，１４３万円

調査結果概要

低所得世帯率 低所得世帯数に対する被保護世帯
数の割合（保護世帯比）

所得のみ 資産※１を考慮 所得のみ 資産※１を考慮

H16全国消費実態調査 最低生活費１
（生活扶助＋教育扶助）

％
４．９

％
０．３

％
２９．６

％
８７．４

H16全国消費実態調査 最低生活費２
（最低生活費１＋住宅扶助）

６．７ ０．７ ２３．８ ７５．８

H19国民生活基礎調査
（生活扶助＋教育扶助＋高等学校等
就学費※２）

１２．４ ４．８ １５．３ ３２．１

5

※１ 資産には、保有する住宅・土地等の不動産や、自動車、貴金属等の資産の評価額は含まれない。また、親族からの扶養や稼働能力の有無な
どが不明であるため、上記低所得世帯が保護の受給要件を満たしているか否かは判断できない。さらに、仮に保護の要件を満たしていても、生活
保護は申請に基づいた制度であることから、今回の調査から得られた「保護世帯比」が、申請の意思がありながら生活保護の受給から漏れてい
る要保護世帯（いわゆる漏給）の割合を表すものではない（２ページ参照）。

※２ 高等学校等就学費は平成１７年度に創設された。



総世帯数

A

最低生活
費未満の
世帯

B

うち資産要
件を満た
す世帯

C

被保護世
帯数

D

低所得世
帯率 ①

B/A

低所得世
帯率②

C/A

保護世帯
比①

D/(B+D)

保護世帯
比②

D/(C+D)

総数
万世帯

４，６７４
万世帯

２３１
万世帯

１４
万世帯

９７
％

４．９
％

０．３
％

２９．６
％

８７．４

単身世帯 １，３０７ ９７ ５ ７１ ７．４ ０．４ ４２．３ ９３．５

高齢者世帯 ４７４ ５１ ３ ３８ １０．７ ０．６ ４２．６ ９２．７

その他の世帯 ８３３ ４７ ２ ３４ ５．６ ０．２ ４２．１ ９４．３

２人以上世帯 ３，３６７ １３３ ９ ２６ ４．０ ０．３ １６．１ ７４．１

高齢者世帯 ４１６ １２ ０．４ ５ ２．９ ０．１ ２８．１ ９２．３

母子世帯 ３３ １６ ２ ８ ４８．４ ７．５ ３４．１ ７７．０

その他の世帯 ２，９１８ １０６ ６ １３ ３．６ ０．２ １０．８ ６７．５

１ 全国消費実態調査（最低生活費１）

• 収入が最低生活費１（生活扶助、教育扶助）未満の世帯は、資産を考慮しないフロー所得のみで
見た場合、約２３１万世帯（４．９％）、資産を考慮した場合、約１４万世帯（０．３％）と推定される。

• 世帯類型別に見ると、母子世帯の低所得世帯率が最も高く、フロー所得のみの場合で４８．４％、
資産を考慮した場合で７．５％と推定される。

• 低所得世帯数に対する被保護世帯数の割合（保護世帯比）は、フロー所得のみの場合で２９．
６％、資産を考慮した場合で８７．４％と推定される。

全国消費実態調査

（資料）平成１６年全国消費実態調査特別集計、平成１６年被保護者全国一斉調査（個別調査）

（注）「高齢者世帯」とは、６５歳以上の者のみで構成されている世帯か、これに１８歳未満の者が加わった世帯をいう。「母子世帯」とは、現に配偶
者がいない６５歳未満の母親と１８歳未満のその子（養子を含む）のみで構成されている世帯をいう。 6



総世帯数
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費未満の
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うち資産要
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C
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D

低所得世
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B/A

低所得世
帯率②

C/A

保護世帯
比①

D/(B+D)

保護世帯
比②

D/(C+D)

総数
万世帯

４，６７４
万世帯

３１１
万世帯

３１
万世帯

９７
％

６．７
％

０．７
％

２３．８
％

７５．８

単身世帯 １，３０７ １３９ １５ ７１ １０．７ １．２ ３３．９ ８２．４

高齢者世帯 ４７４ ６６ ６ ３８ １４．０ １．３ ３６．１ ８５．８

その他の世帯 ８３３ ７３ ９ ３４ ８．７ １．１ ３１．７ ７８．９

２人以上世帯 ３，３６７ １７２ １６ ２６ ５．１ ０．５ １３．０ ６２．０

高齢者世帯 ４１６ １４ １ ５ ３．４ ０．３ ２４．８ ８１．２

母子世帯 ３３ １８ ４ ８ ５５．５ １１．６ ３１．１ ６８．３

その他の世帯 ２，９１８ １３９ １１ １３ ４．８ ０．４ ８．４ ５４．１

２ 全国消費実態調査（最低生活費２）

• 収入が最低生活費２（最低生活費１＋住宅扶助）未満の世帯は、資産を考慮しないフロー所得のみ
で見た場合、約３１１万世帯（６．７％）、資産を考慮した場合、約３１万世帯（０．７％）と推定される。

• 世帯類型別に見ると、母子世帯の低所得世帯率が最も高く、フロー所得のみの場合で５５．５％、資
産を考慮した場合で１１．６％と推定される。

• 低所得世帯数に対する被保護世帯数の割合（保護世帯比）は、フロー所得のみの場合で２３．８％、
資産を考慮した場合で７５．８％と推定される。

全国消費実態調査

（資料）平成１６年全国消費実態調査特別集計、平成１６年被保護者全国一斉調査（個別調査）

（注）「高齢者世帯」とは、６５歳以上の者のみで構成されている世帯か、これに１８歳未満の者が加わった世帯をいう。「母子世帯」とは、現に配偶
者がいない６５歳未満の母親と１８歳未満のその子（養子を含む）のみで構成されている世帯をいう。 7



総世帯数

A

最低生活
費未満の
世帯

B

うち資産
要件を満
たす世帯

C

被保護世
帯数

D

低所得世
帯率 ①

B/A

低所得世
帯率②

C/A

保護世帯
比①

D/(B+D)

保護世帯
比②

D/(C+D)

最
低
生
活
費
１

総数
万世帯

１，３１７
万世帯

６９
万世帯

７
万世帯

１２
％

５．２
％

０．５
％

１４．５
％

６４．０

現役世帯 １，２７１ ６６ ６ １１ ５．２ ０．５ １４．７ ６４．０

大人１人 ４７ １７ ２ ９ ３５．４ ５．２ ３４．３ ７８．１

大人２人以上 １，２２３ ４９ ４ ３ ４．０ ０．３ ４．９ ３９．４

非現役世帯 ４６ ４ ０．２ ０．４ ７．８ ０．５ １０．７ ６５．３

最
低
生
活
費
２

総数 １，３１７ ９３ １１ １２ ７．１ ０．８ １１．２ ５１．５

現役世帯 １，２７１ ８９ １１ １１ ７．０ ０．８ １１．２ ５１．３

大人１人 ４７ １９ ４ ９ ４０．８ ８．０ ３１．１ ６９．８

大人２人以上 １，２２３ ７０ ７ ３ ５．７ ０．６ ３．５ ２６．８

非現役世帯 ４６ ４ ０．３ ０．４ ８．２ ０．７ １０．３ ５７．１

（参考）子どものいる世帯（再掲）

全国消費実態調査

（注）「現役世帯」とは、世帯主の年齢が１８歳以上６４歳以下の世帯をいう。「大人」は１８歳以上の者、「子ども」は１７歳以下の者をいう。
（資料）平成１６年全国消費実態調査特別集計、平成１６年被保護者全国一斉調査（個別調査）
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総世帯数

A

最低生活
費未満の
世帯

B

うち資産要
件を満た
す世帯

C

被保護世
帯数

D

低所得世
帯率 ①

B/A

低所得世
帯率②

C/A

保護世帯
比①

D/(B+D)

保護世帯
比②

D/(C+D)

総数
万世帯

４，８０２
万世帯

５９７
万世帯

２２９
万世帯

１０８
％

１２．４
％

４．８
％

１５．３
％

３２．１

単身世帯 １，１９８ ２３８ １０４ ８１ １９．９ ８．７ ２５．４ ４３．７

高齢者世帯 ４３９ １０６ ４４ ４４ ２４．２ １０．１ ２９．５ ５０．０

その他の世帯 ７５９ １３２ ６０ ３７ １７．４ ７．９ ２１．７ ３７．９

２人以上世帯 ３，６０４ ３５９ １２５ ２７ １０．０ ３．５ ７．０ １７．９

高齢者世帯 ４７４ ３５ １４ ５ ７．３ ３．０ １３．５ ２７．５

母子世帯 ７４ ４６ ２２ ９ ６３．１ ３０．２ １６．０ ２８．５

その他の世帯 ３，０５６ ２７８ ８８ １３ ９．１ ２．９ ４．４ １２．７

３ 国民生活基礎調査

• 最低生活費未満の世帯は、資産を考慮しないフロー所得のみで見た場合、約５９７万世帯（１２．
４％）、資産を考慮した場合、約２２９万世帯（４．８％）と推定される。

• 世帯類型別に見ると、母子世帯の割合が最も高く、フロー所得のみの場合で６３．１％、資産を考
慮した場合で３０．２％と推定される。

• 低所得世帯数に対する被保護世帯数の割合（保護世帯比）は、フロー所得のみの場合で１５．
３％、資産を考慮した場合で３２．１％と推定される。

国民生活基礎調査

（資料）平成１９年国民生活基礎調査特別集計、平成１９年被保護者全国一斉調査（個別調査）

（注）「高齢者世帯」とは、６５歳以上の者のみで構成されている世帯か、これに１８歳未満の者が加わった世帯をいう。「母子世帯」とは、現に配偶
者がいない６５歳未満の母親と１８歳未満のその子（養子を含む）のみで構成されている世帯をいう。
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総世帯数

A

最低生活
費未満の
世帯

B

うち資産要
件を満た
す世帯

C

被保護世
帯数

D

低所得世
帯率 ①

B/A

低所得世
帯率②

C/A

保護世帯
比①

D/(B+D)

保護世帯
比②

D/(C+D)

総数
万世帯

１，２５６
万世帯

１５４
万世帯

５４
万世帯

１２
％

１２．２
％

４．３
％

７．４
％

１８．７

現役世帯 １，１４５ １４１ ５０ １２ １２．３ ４．３ ７．８ １９．２

大人１人 ８３ ４７ ２２ １０ ５６．９ ２６．６ １６．８ ３０．１

大人２人以上 １，０６２ ９４ ２８ ２ ８．８ ２．６ ２．４ ７．７

非現役世帯 １１１ １３ ４ ０．５ １１．７ ３．４ ３．６ １１．４

（参考）子どものいる世帯（再掲）
国民生活基礎調査

（注）「現役世帯」とは、世帯主の年齢が１８歳以上６４歳以下の世帯をいう。「大人」は１８歳以上の者、「子ども」は１７歳以下の者をいう。

（資料）平成１９年国民生活基礎調査特別集計、平成１９年被保護者全国一斉調査（個別調査）
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各種統計調査の比較

調査名 国民生活基礎調査
（厚生労働省）

全国消費実態調査
（総務省）

家計調査
（総務省）

調査目的

保健、医療、福祉、年金、所得等
国民生活の基礎的事項を調査し、
厚生労働行政の企画及び運営
に必要な基礎資料を得ること。

国民生活の実態について，家
計の収支及び貯蓄・負債，耐久
消費財，住宅・宅地などの家計
資産を総合的に調査し，全国
及び地域別の世帯の消費・所
得・資産に係る水準，構造，分
布などを明らかにすること。

国民生活における家計収支の
実態を把握し，国の経済政策・
社会政策の立案のための基礎
資料を提供すること。

調査頻度

３年ごと（中間の各年は小規模調
査を実施）
※直近の大規模調査はＨ18のデータにつ
いてＨ19に調査を行い、Ｈ21.3公表

５年ごと
※直近の調査はＨ21.9～11に調査を行
い、Ｈ23.10までに順次公表見込み

毎月
※直近の公表データはＨ21.10調査分
（Ｈ21.11.27公表）

調査対象

世帯票・健康票287,807世帯
所得票・貯蓄票36,285世帯
（Ｈ１９調査（大規模調査））
※対象地区の全数調査

約57,000世帯
（Ｈ２１調査）
※抽出調査

約9,000世帯
（Ｈ21.10調査）
※抽出調査

調査方法
配布調査
（「所得票」は聞き取り調査）

配布調査（家計簿の作成有り） 配布調査（家計簿の作成有り）
（「世帯票」は聞き取り調査）

主な
調査項目

・ 単独世帯の状況、５月中の家計支
出総額、世帯主との続柄、性、出生
年月、配偶者の有無、就業状況等
（「世帯票」）

・ 所得の種類別金額、生活意識の状
況等（「所得票」）

・ 家計上の収入と支出に関する事
項、主要耐久消費財等に関する事
項、年間収入及び貯蓄・借入金残

高に関する事項、世帯及び世帯員
に関する事項、現住居及び現住居
以外の住宅・宅地に関する事項等

・ 日々の家計上の収入及び支出
（家計簿による調査）

・ 世帯及び世帯員の属性，住居の
状態に関する事項等（「世帯票」）

・ 貯蓄・負債の保有状況及び住宅
などの土地建物の購入計画（二人
以上の世帯のみ）

第２回ナショナルミ
ニマム研究会資料１
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